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日本の労働市場とマクロ経済学＊

吉 川 洋

　ケインズ経済学を中心とする戦後のマクロ経済

学の流れの中では，五9・一L翌分析に代表されるよ

うに労働言揚は長く分析の背後に潜んできた。ケ

インズの『一般理論』が何よりも雇用，失業の経

済学であった事を想起する時，この事は一見奇妙

に思われるかもしれない。しかしながら失業，雇

用という労働市場の問題の根源を財市揚における

有効需要に求めた点にこそケインズが当時の経済

学者と大きく異なる点があったのである1）。

　こうした情況はいまや一変し，労働市揚の分析

はマクロ経済学の中できわめて重要な役割を果た

すようになった。その理由として主として2つの

事情を挙げることができる。まず第1に，70年代

の合理的期待・新古典派ルネッサンス，において労

働市揚の分析が中核的役割を果たしたこと。失業

に関するいわゆるサーチ理論の登揚である2）。第

2には図1にあるように，1980年代に入って

OECD諸国の失業率がきわ立って上昇した事で

ある。当然のことながらこの事実はマクロ経済学

者の目を労働市場に向かわせた。以上のような事

情を背景にして，労働市揚についてマクロ経済学

の立揚から老察を加えることが有益であることに

異論はあるまい3）。雇用，失業，賃金といった労

（1％）

図11970年以降の失業率の推移
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働市場の諸問題について考える場合には単に労働

市場のみを見ていたのでは不十分であり，マクロ

経済全体に関する見方を明確にすることが不可欠

である。逆にマクロ経済理論に関する重要なイン

プリケーションが，労働市場を現実にそくしてモ

デルに取り入れることによって得られることもあ

る。

　本稿ではまずはじめに1節で雇用の裏側に当た

る失業率の動きを分析する際の理論的ラレームワ

ークについて分類を試み，その上でわれわれの問

題意識を述べる。特に実質賃金が高すぎるという

事に雇用問題発生の原因を求める考え方に対して

疑問を述べる。次に2節でこうした批判を裏づけ

るような理論モデルを考え，さらに3節ではモデ

ルが賃金格差に関してもつインプリケーションを

検討することにしたい。最後に4節で中心テーマ

についてのまとめを行う。
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　＊　本稿の基礎となった研究は，小池和男教授主宰

の「失業と雇用の質に関する研究」プロジェクトでな

された。この過程で小野旭，小池和男，島田晴雄の諸

先生から懇切なご指導を賜り，また大橋勇雄，清家篤，

Robert　Solowの諸教授からは有益なコメントをいた

だいた。早見均氏からは3節で使用したデータをいた

だいた。これ，らの方々に深く感謝したい。

　1）　この点については例えば吉川（1984）第1章3節
を参照され，たい。

　2）例えばLucas＝RapPing（1969），　Lucas＝Pres－

cott（1974）を参照。

　3）　同様の趣旨に基づき筆者は労働市場の分析をマ

クロ経済学の立揚から展望したことがある。植田＝吉
川1（1984）。
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1　雇用・失業に関する理論

　集計的な失業率（特定の地域・グループの失業

率ではなく），あるいはマクロ的な雇用情勢のア

ップ・ダウンを説明する経済理論としてどのよう

なものがあるか，まず簡単にレビューすることか

ら始めよう。こうした理論はケインズ理論と新古

典派理論に大別できる4）。

　1．1　ケインズ理論

　ケインズ理論の内容はよく知られている通りで

あるが，直接的には労働市場の問題である雇用・

失業について分析する際，焦点を財市場に置くと

ころにこの理論のポイントがある。すなわち労働

市揚では一般に企業による労働需要が現実の雇用

量を決定し，前者は財市揚における有効需要によ

って決定されると考える。したがって失業を減少

させるためには，何よりも財に対する需要を増大

させることが必要となる。われわれは2節で1っ

のケインズ的マクロモデルを分析する。

　1．2　新古典派理論

　新古典派理論には，いくつかの異なる立場が肉

るので，以下それぞれについて簡単に説明するこ

とにしたい。

　A．現実の失業率の動きを主として自然失業率

　　の動きに帰する立揚

　新古典派的な均衡理論の枠組みに情報の不確実

性，調整費用等を導入すると均衡においても失業

率はゼロにならない。典型的な考え方は，経済の

各部門で需要のシフト，技術進歩率の格差が継続

的に生じているために労働の再配分が必要となる

が，その過程で調整に時間がかかり失業が生じる

というものである。こうした失業はFriedman

（1968）によって「自然失業」と名づけられ，その

後Lucas＝Prescott（1974）などによってモデル化

された。

　現実の失業率の動きをこうした自然失業率の変

動によって説明できるというのがAの立場であ

る。例えばアメリカについてのLilien（1982）の研

究では，戦後の失業率変動の約半分が労働需要の

　4）　両者の相違の詳細については吉川（1984）を参照

　されたい。
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部門間シフトに伴う自然失業率の変動によって説

明できるとしている5）。自然失業率の動きを重視

するAの立場をわが国で鮮明に打ち出した実証

研究としては吉田＝遠藤（1982）を挙げることがで

きる。ただそこでは自然失業率の動きが単にタイ

ム・トレンドでとらえられているという難がある。

　そもそも新古典派的な「均衡」において失業が

発生するためには，「労働者によるジョブ・サー

チ活動は失業状態にある時に現職を維持した状態

でより効率的に行われる」という仮定が必要にな

る。こうした仮定の下でのみ，「自然失業」は労

働者本人にとっても社会的にも単なる遊休ではな

く，一種の投資活動（将来のより良い資源配分を

達成するために現在の収入・生産を犠牲にすると

いう意味で）となり，したがって「生産的」とな

るのである。しかしわが国のセクター間の労働移

動のデータ（1981年）を分析した水野（1983）の研

究によると，たとえ非労働力を失業プールに準ず

るものとして扱ったとしても，男子の86％強，

女子でも4分の3は失業を経験することなく，つ

まり現職を維持したまま転職しているのである。

したがってわが国の揚合，「自然失業率」が正に

なるために必要な条件すら満たされていないこと

になる。「自然失業率」の概念はポピュラーにな

ったが，その理論的・実証的基礎は考えられてい

るほど確固としたものではない。

　B．実質賃金に関する期待錯誤を強調する立揚

　均衡理論の枠組みの中でもミクロのショックよ

りマクロ，特に貨幣的なショックによって失業な

いし雇用の水準が変動すると考える立場，つまり

Friedman，　Lucasに代表される新1日マネタリスト

の立場である。例えば予期されないようなマネ

ー・ Tプライの減少は，実質賃金に関するミス・

バーセプションを通じてジョブ・サーチ中の労働

者のサーチ期間を長期化する，あるいはさもなけ

れ’ば現職を維持したであろう労働者の離職を促す

といった形で失業を増大させるというわけである。

労働曝書に即しての実証研究としては，Lucas

＝Rapping（1969）が先駆的であるが，その後の研

　5）　Lilienの研究に関してはAbraham＝Katz（1986）

による批判も参照。
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図2　労働市場の不均衡
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究はいずれもこの仮説に批判的な結論を出してい

る。例えば，Andrews＝Nicke11（1982），　Altonji

＝Ashenfelter（1980），　Mankiw＝Rotemberg＝

Summers（1985）などである。

　C．実質賃金の不調整を強調する立野

　労働市場において何らかの理由から均衡よりも

高い実質賃金が維持されているために失業率が上

昇ないし高い水準にとどまっているとする立場で

ある。つまり労働市場の状態を図2のように把え

ようというわけである。Bの立揚では失業率を

「自然失業率」に一致させるた1 ﾟにFriedman的
な金融政策ルールが提唱されるのに対し，Cの立

揚からは実質賃金の切り下げ（図2ではOBから

0浸までの）が要求されるのである。こうした考え

は，1970年代以降における失業率の上昇（図1）の

説明としてMalinvaud（1982，1984），　Sachs（1983），

Bruno躍Sachs（1985）らによって主張されてきた6）。

　以上概観したように，雇用・失業の動きを説明

する理論としていくつか異なる学説が存在する。

基本的な対立はケインズ理論と新古典派理論の対

立であるが，後者の内A，Bについては実証分析

の結果からシリアスな疑義がある。したがって本

稿ではケインズ的な立揚と上記Cの間の対立を

念頭に置きながら以下の考察を進めていくことに

Vol．38　No．3

　6）Sachs（1983），　Bruno＝Sachs（1985）では「賃金

ギャップ」という概念が用いられている。これは簡単

にいえば，図2における五B／0且である。Sachsらの
実証研究に対する批判としては，Gordon（1986）を参照。

したい。

　2つの理論の間の最：大の争点は実質賃金と雇用

の関係である。新古典派的な立揚Cによれ’ぱ均

衡水準以上にある実質賃金こそが失業の原因であ

るのだから，雇用を拡大するためには何よりもま

ず実質賃金が切り下げられなければならない。こ

れに対しケインズは，実質賃金の切り下げは雇用

を増大させるどころかむしろ減少させる可能性す

らあることを指摘した上で，雇用拡大のための

「正解」は財需要の拡大であると繰り返し主張し

た。『一般理論』は彼のこうした主張を裏づける

理論的マニフェストにほかならない。上記Cの

立場はケインズの論敵であったピグーの主張のレ

プリカといえる（Pigou　l1927，1937））。

　さて，実質賃金の低下は雇用を増大させると考

えるべきか。図2のようなフレームワークで考え

るかぎり，確かにそうあらねばならないだろう。

しかし現実の経済を図2のように謡えるのには問

題があるのではないかと疑わせるような実証分析

の結果もある。

　まず第1に実質賃金の動きが明白にプロシクリ

カル（景気の拡張期に上昇し，縮小期に下落する）

であるとする多くの研究が存在する（例えば最近

の業績としてBils（1985）を参照）7）。そもそも実質

賃金の動きがプロシクリカルであれば実質賃金の

低下が雇用を増大させるという命題は疑わしいも

のになる。

　第2に，図2にあるような新古典派的パラダイ

ムでは実質賃金の伸縮性が高まれば不均衡の調整

が速やかになされるはずだから経済は常に均衡の

近傍にあることになり，したがって実体面（例え

ば雇用・生産数量）での安定性は高まると考えら

れる8）。賃金（より一般的には価格）の硬直性が経

済の実体面での変動を引き起こす原因である，と

　7）　この点の検討はよく知られているようにDun－
10p（1938），Tarshis（1939）以来長い歴史をもっている。

実証研究史の概観についてはBils（1985）を参照。また

論争の発端となったケインズのいわゆる第1公準の近
年における詳細な検討として芳賀（1986）を参照された

㌔、0

　8）　このような考え方に対する理論的アンチ・テー
ゼとしては岩井（1987）がある。
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表1　わが国の賃金・生産の変動（戦前と戦後）

年

　（1）

ｽ　　均
@（％）

　（2）

W準偏差
@（％）

　（3）

ﾏ動係数
i（2）！（1））

モデルを分析することにしたい。

2．マクロ・モデル

一1　名目賃金
鼻聾簸金
一年　鉱工業生産

ノ
0
2
8

4
・
2
5

9，3

6．1

5．4

2．02

2．77

0．93

一1　名目賃金　　10．4
楚実質賃金　・．5
六年　鉱工業生産　　　9．2

4．9　　　　0．47

3．4　　　　0．76

8．3　　　　0．90

注11）　いずれの変数も指数の変化率。

　2）戦後データは『経済要覧』，戦前データは，一橋大学

　　の長期経済統計データ。

いう主張は新古典派の経済学者によってしばしば

なされてきた。こうした主張を確かめるために，

戦前・戦後のわが国について賃金，生産量の変動

を調べてみたのが表1である。直ちにわかること

は，名目賃金でみても実質賃金でみても戦後の日

本経済では戦前に比べて賃金の非伸縮性が著しく

大きくなったことである。本稿の主題により関連

の深い実質賃金についてその変動係数を比較して

みると，戦後のそれは戦前の約4分の1ほどまで

に低下しているのである。しかし経済の実体的生

産活動を表わす指標である鉱工業生産指数（の変

化率）の変動係数は戦前・戦後でほとんど差はな

い。実質賃金の伸縮性が実体面の安定性にとって

最も重要なファクターであるという主張は疑わし

いことになる。

　失業・雇用と実質賃金の関連は新古典派経済学

が主張するような関係にないのではないかと疑わ

しめる観察結果について簡単にふれたのであるが，

それでは逆にケインズが主張したように実質賃金

の低下が雇用を減少させるという命題を支持する

理論的根拠は何か。この点についてのケインズ自

身の議論は混乱したものである。ただ1つ新古典

派も含めて合意が得られているケースは，実質賃

金の低下が将来さらに下落するだろうという期待

を生み出す揚合である。この場合に実質賃金の低

下が今期の雇用を減少させるかもしれないという

事は容易に理解できる。いわばトリヴィアルなケ

ースであるが，この可能性を除くとケインズ自身

の主張の根拠は脆弱といわなけれ’ばならない。こ

のような経緯を踏まえた上で次に1つのマクロ・
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　この節では実質賃金と雇用という問題に焦点を

合わせて1つのマクロ・モデルを考察することに

したい。主眼はケインズ的モデルにあるのだが，

比較の便宜上まず新古典派モデルを説明すること

にしよう。

　2．1　新古典派モデル

　現実の労働市揚は地域・性別・職種・教育水準

等々のファクターにより数多くの市揚に分断され

ている。ここではこうした各種労働サービスの相

違を抽象し，2種類の異質な労働を含むモデルを

考えることにしたい。経済主体としては家計と企

業がある。

　典型的な家計の行動は次のように描写される。

　　maxひ＝0α（1－L1）β（1－L2）γ　　（1）
　　｛（ア，L〔，乙2｝

　　　　　　　（α，β，γ＞o，α＋β＋γ一1）

　　　subject　to　　レ71乙1十｝72L2＝C

　家計の労働供給は2つの異なる労働サービス

Ll，　L2からなる。初期保有量はともに1，またそ

れぞれの実質賃金は躍1，躍2である。家計は労働

供給の対価として得られる所得略L1十障2L2によ

り消費財を0だけ購入するが，その消費量0が

2種の「余暇」（あるいは市町を径由しない活動）と

共に家計の効用水準を決定する。そして家計はこ

の効用水準を与えられた価格ベクトル（171，彫2）

の下で最大化するように2種類の労働供給L1，　L2

および消費量0を決めるものとする。

　家計の最適化の結果として次のような労働供給

関数および消費財の需要関数が導かれる。

　　L・』（1一β）一β（四㈲　　　　 （2）

　　L・』（1一γ）一γ（剛躍、）　　　　（3）

　　σ＝α（曜1十研r2）　　　　　　　　　　　　　　（4）

　2種類の労働供給は相対賃金に依存して決まる。

なお2つの実質賃金が共に比例的に変化した時に

は労働供給が影響されず，消費量のみが変化する

という結果は，効用関数をコブ＝ダグラス型と仮

定したことによる。

　次に企業行動は次式によって表わされるものと
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しよう。

　max　g一肌L一1ゲ2L2
　｛L且，L2｝

　　聯曲9一瑠（α〉ゐ＞0α十ゐく1）

経　　済　　研　　究

（5＞

簡単のために固定的な資本ストックは1にノーマ

ライズし，可変的生産要素は五1，L2のみからなる

ことにする。企業にとって．Lエ’ ﾍ玩よりも費用
は高くつく（肌〉脆）が生産性も高い（α〉のので

ある。企業の最適化の結果労働の需要関数および

生産量が次のような関数として求められる。

　　　　　　　　む　　　　　わ
　　五ユ｛謬＝：研エα＋ぬ一1躍2繭（const。）　　　　　　　　　（6）

　　　　　　ゆ　　　　　　ユ　の
　　五，己＝げ1～繭塀，・＋o－1（C・nst・）　　　（7）

　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　め
　　9＝五、α五，㌧（c・nst・）レ、α＋ゐ一％叶ト1（8）

2種類の労働サービスに対する需要および産出量

はすべて2つの実質賃金の減少関数である。

　さて新古典派のモデルでは労働の需給が均衡し

ている。つまり
　　jL18＝エ｝正4，　L28＝エン2己　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

が成立している。われわれの目的のためには明示

的に解を求める必要はないが，（9）の2式から2っ

の均衡実質賃金曜1，曜2が決まることは容易にわ

かる。晩，％は当然のことながら技術と嗜好の

パラメター，α，δ，β，γに依存して決まる。

　実質賃金励，研2が決まると（4）式から消費，

（8）式から総産出量（GNP）も決定される。簡単化

した三市場の均衡式を

　　9＝0十1（の　　　　　　　　　　　（10）

と書けば，この（10）式より実質利子率ゼが決まる

　　　　　　　　　　　　　　　　　ロことは明らかである9）。さらに貨幣市場の均衡式

を単純化して

　　五f二乃pg　（あ＞0）　　　　　　　　（11）

とすると，（11）式からマネー・サプライMに対

　9）　なおこのモデルでは簡単のために企業の利潤は

家計に配分され’ずそのまま過不足なく投資にまわされ

ると仮定している。新古典派の考え方により忠実であ

るなら企業の利潤は最終的に家計に配分されるはずで

ある。その場合に（10）式にあるように投資が存在する

ためには本稿で捨象した家計による貯蓄を明示的にモ

デルの中に取り入れなければならない。このような拡

張によっても本稿の基本的な主張は影響を受けないは

ずである。

Vo1．38　No．3

応して名目物価水準．Pが求められる。すでに2つ

の実質賃金肌，脆が決まっているからPに対応

して2つの名目賃金水準も決まることになる。

　以上が異質な労働サービスを含む古典派モデル

の大略である。すべての内生変数は最終的にα，ゐ，

β，γというパラメターに依存する。したがって相

対賃金肌／脆もこうした嗜好・技術のパラメタ

ーの関係となるから，古典派モデルの中では景気

循環の過程で相対賃金に特定の変動パターンを生

み出すという理論的インプリケーションはない。

この点は3節で再びとりあげることにしたい。

　2．2　ケインズ的モデル

　次に対応するケインズ的モデルを考えることに

しよう。2つの異質な労働サービスを伴うケイン

ズ的モデルである。

　まず企業の行動は次のように表わされる。

　　max　g一躍、五一脆L2　　　　（12）
　　lL1，L2｝

　　　subject　t・¢＝五、α五2δ

ノーテーションはさきの古典派モデルの揚陸と全

く同じである。古典派モデルは企業が価格ベクト

ル（略，彫2）のみを所与として利潤最大化を行う

と仮定したのに対し，ここではその他に売り上げ

（需要）に関する数量制約gもあると考える。利

潤最大化の結果2種の蛍働サービスに対する需要

関数は次のようになる。

　　が一（⑦論（号）毒（憺）詣　　（・3）

　　幽⑦議（ゐα）轟（畏）あ　　（・4）

　古典派モデルの二合と同様労働需要は相対賃金

に依存するが，それと同時に需要制約gにも依

存する。

　次に家計の行動を考えよう。家計の行動は次式

によって表わされる。

　　max　ひ＝0α（1一エン1）β（1一エン2）γ　　　　　　（15）

　　｛ム2，σ｝

　　　subject　to　班11」乙ユ鼠賊21ン2＝O

　　　　　　　　LI＝z1＝ゐ1d

（15）において家計は第1の労働サービス（夫の労

働供給）についてClower流の再決定を行うもの

と仮定されている。すなわちL1については企業

豊

」
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によって決められた需要（（13）式）がそのまま実際

の雇用量となり，家計はそれを数量制約として受

けとめた上でL2と0の最適値を決めると考える

のである。いわゆるprimary　labor　marketでは

労働者が自らの労働時間を自由に決めれる場合は

稀であるし，逆にsecondary　market（あるいは

「縁辺的」労働市揚）ではパートに代表されるよう

に家計による自由な労働時間の選択が典型的であ

ると考えられる。古典派モデルでは価格ベクトル

（確1，｝72）のみを所与として五、，玩，oについて効

用を最大化したのに対して，今度は価格ベクトル

の他にZ1をも制約条件とし五2，0のみについて

効用最大化を行うことになる。その結果玩の供

給関数が次のように求められる。

ガー
ﾅ｛・一（γα）（羨）｝　（・6）

ここでγは躍1五1，つまり夫（あるいは主たる家

計の支持者）の労働供給から得られる実質所得で

ある。（16）式は妻の労働供給に関するいわゆるダ

グラス・有澤の法則と呼ばれるものにほかならな

い。すなわち妻の労働供給（L28）は，夫の所得y’

の減少関数であり，妻の実質賃金％の増加関数

である。ダグラス・有澤法則は多くの国で観察さ

れているが，最近のわが国経済についてもこの法

則が基本的に成立すると報告されている（例えば

1974，77年のプール・データを用いた樋口（1982），

．あるいはShimada＝Higuchi（1985）を参照）。こ

こでは（16）式のようなの供給関数はL1の数量制

約のもとでのみ導出されるという事を強調してお

きたい。新古典派的なパラダイムのもとでは（3）

式のように五2の供給は2つの実質賃金（所得で

なく）のみの関数となる。

　次に所得制約式からわかるように
　　（フ＝曜1エ，1十レ「21｝2　　　　　　　　　　　，　　　　　　　（17）

と書き表わすことができる。

　経済全体のマクロ的均衡は次のように考えられ

る。L2の労働市場では需給が均衡しているとす

れ，ば

　　五2』五、¢　　　　　　　　（18）
が成立するから，（13），（14），（16），（18）式よりg，

略を所与として五1，L2，罪2が決定される。総産
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出量gはすぐあとでみるように内生的に決定さ

れるが伊、はこのモデルでは外生である。いわゆ

るdual　labor　marketの存在については近年欧米

で注目され始めるはるか以前からわが国では問題

にされてきた。ここではsecondary　marketにお

ける賃金は競争的に（（18）式にあるように需給を

一致させるように）決定されるのに対し，primary

marketでの賃金決定は多くの経済外的要因に依

存すると考える。もちろん春闘相揚は経済的要因

にも大きく依存するが，一応外生とした上でその

変化が他の内生変数にどのような影響を与える．か

調べてみようというわけである10）。

　さて瓦，L2，｝72がgとア1の関数として表わさ

れ’るから，（17）式より0も略とgの関数とな

る。明示的には

　　　　　　⊥
　　0＝”耳71｛2α　　（”＞0）　　　　　　　　　　　　　　　（19）

ここで”はα，ゐ，α，γなどで決まる定数である。

財市場の均衡を

　　　　　　　　　■
　　9＝＝〇十1＝2yレP71gα十1　　　　　　　　　　　　　　　　（20）

とすれば投資等外生的支出1および夫の実質賃金

研1を所与として（20）式より総産出：量9が決定さ

れる。なお（20）で1を外生的としたのは簡単化の

ためであり，これを利子率ぜに依存させた上でモ

デルを18・五M的に拡張することは容易である。

いずれにしても最も重要なことは，総産出量g

が財市場の均衡を成立させるように有効需要の原

理によって決まるという点なのである。

　1，耽を所与として（20）式によってgが決ま

る11）と，すでに説明した通りσ必、，五2，曜2など内

生的に決定される。2つの労働サービスの雇用量

10）　なお春闘で決められるのは文字どおりには名目

賃金であるが，わが国の場合名目・実質賃金の相関は

きわめて高いから実質賃金に関する比較静学分析もそ

れほどミスリーディングではなかろう。

11）　（20）式が解を持つためには1と略は十分に小

さくなければならない。ここではもちろん（20）が解を

持つ場合について考えるのだが，その場合にも（20）は

一般に2つの根を持つ。ケインズ的モデルにおいてわ

れわれが興味をもつのは「縮小均衡」に対応する小さ

な解に他ならない。これが（12）における「数量制約」

とコンシステントな解である。以下の比較静学もこの

解について行う。
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目b五2は結局1，肌に依存していることになる。

　さて外生としたprimary　marketにおける実質

賃金匿が切り下げられ，るとどのような事が起き

るであろうか。2．1で考察した新古典派モデルで

は「高すぎる」実質賃金制1をもつ不均衡状態か

ら出発すれば略の切り下げは必ず雇用の増大を

もたらすことが容易にわかる。これに対していま

考えているケインズ的モデルでは，まず（20）式よ

り肌が低下するとgが低下する。雇用は低下す

ると考えるのが自然であろうがこのモデルでは2

種類の労働サービスが存在するから注意深い分析

が必要となる。

　そこで五2の需給均衡式（18）を，（14），（16）を用

いて明示的に書き表わすと

　　9毒（ゐ）毒（畏）論

　　　　。隼，｛・一（釜）（畏）均｝　（・・）

を得る。これをさらに（13）を用いて書き換えれば

9あi罪1研2）論｛（書）ゐ＋調毒｝一斎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

となる。gと略／脆以外は全て定数であること

に注意すると（22）式よりgが低下したとき相対

賃金確1／既は上昇しなければならないという事

がわかる。primary　marketにおける実質賃金研1

が低下した場合について考えているから，second－

ary　marketにおける％はより大幅に低下しな

ければならない。次に9が低下し，相対賃金隅／

研2が上昇するのだから需要関数（13）より五iが

減少することもわかる。他方（14）と（22）を比較す

れば玩は変わらない。g低下のマイナス効果と

相対賃金塀21肌低下のプラス効果がこの謎合丁

度打ち消し合うのである。

　以上まとめれば略の低下はまず財市場におけ

る有効需要を減少させ産出量を低下させる。その

ため夫の雇用量五1が減少し賃金低下とあいまっ

て夫の収入が低下する。このことはダグラス・有

澤法則により妻の労働供給を増大させる（図3の

供給曲線Soから81へのシフト）が，他方需要は

産出量9の低下により減退する（図中Doからエ）1

照2

玩z20

〆

Q↓

図3

％1

Vol．38　No．3

D1

．、

So

S1

隅五1↓

1）o

0 L2 五2

へのシフト）。したがって玩の雇用量はあまり変

化しないがその実質賃金は図3にあるように大幅

に低下するのである12）。同様の結論は若干異なる

モデルの中でMcDonald＝Solow（1985）によって

も得られている。ただしMcDonald＝Solowモデ

ルではprimary，　secondaryという2っの労働市

場の間を労働者が行き来するとされている。そし

て例えば不況期にはprimary　marketでのサーチ

を断念したより多くの労働者がsecondary　mar－

ketに留まり，その結果そこでの賃金は大幅に低

下する一方雇用の変動は小巾にとどまる。これに

対しわれわれのケインズ的モデルでは労働者が2

つの労働市場を行き来するとは考えない。むしろ

家計によって保有されている2種類の労働力はそ

れぞれの労働市揚とノン・マーケット・アクティ

ビティー（非労働力）の間を行き来しているのであ

る。わが国の労働市場においてはいわゆるpri一

皿ary　marketとsecondary　marketの間の行き来

12）　この事はsecondary　marketにおける賃金の方

が景気により感応的であることを意味する。こうした

点の検討については，例えばToyoda（1972），植田＝
吉川（1984）を参照されたい。

●
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図4　戦後の製造業男女賃金格差（1曜！1恥）
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9

はあまり頻繁でない事，また非労働力人口の中に

ある「潜在失業」が重要である事については小野

（1981）によって強調されているところである。い

ずれにしてもprimary　marketにおける実質賃金

（春闘相場）の切り下げは全体としての雇用を低下

させる。雇用を増大させるためには骸の上昇か，

あるいは外生的な財需要の増大が必要になる。

　一般に躍1，1という外生変数が変わればL1，五2，

彫2も変わり，それ’に対応して代表的家計の効用

水準ひも変わる。したがってσを最大化するよ

うな状態に興味が持たれるが，これをgで表わ

せば次のようになる。

　　　　　　　　’（÷ゾ

¢＝
ｾ＋β）・

o（ゐα）＋吾（÷ア｝δ㈹

技術，嗜好のパラメターに依存するこの9＊より

現実のgが小さければ，家計の効用が最大化さ

れ’ていないという意味で「潜在失業」が存在する。

したがってg＜9＊であるかぎりケインズ的な有

効需要政策が正当化される。

3．賃金格差について

　前節のモデル分析により実質賃金と雇用の関係

について新古典派モデルとケインズ的モデルでは

丁度逆の結論が得られることが明らかになった。

また2つのモデルではprimaryとsecondary　2

つの市場間の相対賃金についても異なったイシプ

リケーションが得られる。新古典派モデルは相対

賃金のシクリカルな動きに明確なインプリケーシ

ョンを持たないのに対し，ケインズ的モデルによ

れば賃金格差はカウンター・シクリカルに動くこ

とになるのである。本節ではマクロ経済学におい

て通常顧みられることの少ない賃金格差について

簡単な実証分析を行うことにしたい13）。ここでは

特に珊，確2として男女の賃金を考え，男女聞賃

金格差確2／躍1を問題にする。

　われわれのケインズ的モデルによれば好況期に

晩／研1は上昇し，不況期に低下するのであった14）。

　13）　賃金格差については島田（1986）の第4章を参照。

　14）賃金格差に関する理論としては例えばReder
　（1955）があるが，そこではジョブ・ラダーを組み入れ

た企業側の分析が璽視されている。前節のモデルは企

業という労働の需要側のみならず，ダグラス・有澤法
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それでは女子の相対賃金は実際プロシクリカルに

動いているだろうか。戦前期わが国の基幹産業で

あった綿紡労働者に関する小池（1966）の研究は，

女子賃金の方が景気変動にセンシティブに反応す

るため女子の相対賃金がプロシクリカルであった

としている（1890－1940年）。戦後の日本経済につ

いてそれを調べてみよう。用いるデータは労働省

『毎月勤労統計』の各回から得られた製造業男女

別賃金である。これは男女それぞれについて常用

労働者1人平均月間現金給与総額（ボーオス・時

間外手当を含む）を，対応する総実労働時間（所定

内および所定外労働時間）で割った時間当たり平

均賃金率（〃「1，1γ2）である。他方景気変動の指標と

してここでは製造業部門の鉱工業生産指数（これ

をgと呼ぶ）を取り上げることにした。

　1955年から83年までほぼ30年聞にわたる戦

後の男女賃金格差（曜1／｝72で定義）は，第1次オイ

ル・シ日ック期をボトムに持つVの字型のトレ

ンドを示している（図4）。このトレンドを説明す

ること自体重要な問題であるが，ここでの焦点は

もう少し微妙な賃金格差の景気変動局面における

変動パターンについてである。この問題を調べる

ため以下のような回帰分析を行った。賃金格差を

耽／彫2と定義しているので，生産指数gの係数

の符号は負とならなければならない。

　　（i）　　　πエ）＝0。01－0．09エ）g（一1）一〇．041）g

　　（1．92）（1．95）

　　一〇．091）g（→一1）

　　（2．01）

1～2＝0，34，　1）．1肌＝1．20

（0．74）

　　（ii）　　　　口試＝0．53　 曜P（一1）　一〇●07　D9（十1）

　　　　　　　（3．33）　　　　（1．75）

　　　　E2＝0．43，　エ）．翫＝2。25

　　　（）内はこ値

　　曜1）＝LOG（〃F1／172）一LOG（1〃1／曜2）＿1

　　1）g＝LOG（g）一LOG（g）＿1

　　1）9（一1），1）9（＋1）は1年前，1年後の1）9

　（i）式をみればわかるように9の係数は有意に

負となっている。なお1期先の9を右辺に入れ

則という家計の供給行動をも取り入れた一般均衡分析

になっているのである。

Vo1．38　No．3

た理由としては，将来（1年後）の財市場における

需要状態が今期の賃金相揚に反映されるものとし

て解釈する。（i）式で1さダービン・ワトソン比（D．

翫）が1．2で誤差項に正の係列相関があることを

示唆している。そこで（ii）式ではこの点を考慮し

て賃金格差のラグ項を右辺に入れて9のコィッ

ク型の分布ラグという定式化を行ってみたが，9

の係数はやはり有意に負となった。（i），（ii）式と

もに変化率に関する回帰式であるからR2も決し

て低くない。以上の結果は女子の相対賃金が戦後

の日本経済においてもシステマティックにプロシ

クリカルな動きをしてきた事を示しているといえ

よう。この意味で前節のケインズ的モデルの1つ

のインプリケーションが肯定的に検証されたとい

える。

4．おわりに

　本稿では新古典派およびケインズ的なマクロ・

モデルを考察した。モデルの特長は労働市場が2

つに分断されている事である。どこの国でも，ま

たいかなる時代にも労働市揚は地域・性別・職

種・技能・学歴等々様々なファクターによって分

断されており，したがって現実は限りなくスペク

トラムに近い。しかしながら敢えて単純化して言

うならば，いわゆるprimary　marketとsecondary

marketの区別はやはり本質的な区分であるよう

に思われる。われわれには馴染みの深い「二重構

造」に他ならない（尾高（1984）を参照）。

　分断された労働市場を含むマクロモデルにおい

ても新古典派とケインズ的パラダイムではきわめ

て異なるインプリケーションがえられる。例えば、

既婚女子の労働供給に関するいわゆるダグラス・

有澤法則も家計が夫の労働供給について数量制約

に服する立合にのみ意味をもつ事を強調しておき

たい。また賃金と雇用の関係についても2つのモ

デルでは全く逆の結論が導かれるのであった。新

古典派モデルでは実質賃金の低下は雇用を増大さ

せるから失業率の低下をもたらす。これに対して

われわれのケインズ・モデルではprimary　market

における実質賃金のカットは総雇用を低下させる

のである。またこれ’に伴いsecondary　marketと

，
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の賃金格差は拡大する。3節の実証研究は戦後の

わが国経済でも賃金格差が不況期に拡がる傾向を

持っていることを示唆している。

　賃金の低下が雇用を減少させるというケイン

ズ・モデルの結論はいくつかの重要なインプリケ

ーシ。ンを持っている。まず実証分析上は1節で

述べたように実質賃金がプロシクリカルに動くと

いう「定式化された事実」を自然に説明できる。

第2に，もし雇用・生産水準の低下が実質賃金の

カットをもたらすとしたら，それがさらに雇用を

減退させるから結局ケインズ的経済は不安定に陥

る事になる。たしかに賃金・物価水準の低下には

ピグー効果に代表されるような経済を安定化させ

る効果もある。しかしTobin（1975），岩井（1987）

によって説明されているように不安定化効果も多

くもっているのである。われわれのケインズ・モ

デルの結論は，賃金の下落がもつ不安定化作用の

リストにもう1つ新しい候補を付け加えたことに

なる。実質賃金の低下は新古典派がいうように雇

用を増大させるのか，それともケインズの主張し

たように不況を悪化させるだけなのか。1ドル

140円という未曾有の為替レートがもたらした

「円高不況」の中で日本経済はいま壮大な実験を

行おうとしている。

　　　　　　　　　　　（大阪大学社会経済研究所）
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